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 伪自社開発アドテク商材を次々とリリース

GMO アドパートナーズ <4784> は GMO インターネット <9449> のグループで、 インターネッ

ト広告 ・ メディア事業を担う中核企業の 1 社である。 2015 年 1 月より純粋持ち株会社体制に

移行し、 グループ経営機能の強化と各事業における経営判断の迅速化を図ることで、 収益

成長スピードを加速していく方針だ。

2015 年 12 月期 （2015 年 1 月− 12 月） の連結業績は、 売上高が前期比 18.4% 増の

28,111 百万円、 営業利益が同 54.6% 減の 297 百万円と増収減益となった。 売上に関しては、

運用型広告を中心としたエージェンシー事業の好調により 2 ケタ成長を持続した一方で、 利

益はメディア ・ アドテク事業において、 主力商品の転換期となったことによる従来商材などの

減収や積極的な人財投資を実施したことで減益となった。 ただ、期初計画に対しては売上高、

営業利益ともに上回った。

2016 年 12 月期は前期に実施したアドテク分野における人財投資を確実に成長につなげ、

売上高で前期比 10.3% 増の 31,000 百万円、 営業利益で同 150.8% 増の 745 百万円と過去最

高業績の更新を目指している。 メディア ・ アドテク事業では、 GMO アドマーケティング （株）、

GMO モバイル （株）、 （株） アドクラウドの 3 社を 2016 年 1 月に統合し、 開発 ・ 運用 ・ 販売

の三位一体化で経営の迅速化と収益力の強化を進めていく方針だ。 自社開発の新規商材と

して、ネイティブアド領域に特化したスマートフォン向けアドネットワークサービス 「AkaNe」 や、

メディアのユーザー回遊と広告収益を最大化するレコメンドウィジェットの 「TAXEL」 などの提

供を開始するなど投資の効果も出始めており、 今後の収益増に寄与するものとして注目され

る。

株主への利益還元策についても強化する方針を打ち出している。 従来は、 連結配当性向

で 35% を目標としてきたが、 2016 年 12 月期より配当性向を 50% 目標に見直した。 これによ

り 2016 年 12 月期の 1 株当たり配当金は過去最高となる 10.0 円を予定している。 また、 株

主優待制度については従来と変わらず、 6 月末及び 12 月末の株主に対して、 1)GMO クリッ

ク証券 （株） における GMO アドパートナーズの株式買付手数料をキャッシュバックする、 2)

GMO クリック証券における売買手数料について、 3,000 円を上限に対象期間中に生じた取引

手数料相当額をキャッシュバックする、 の 2 点を継続する。

 伪Check Point

・ 売上高、 営業利益、 経常利益において、 過去最高値の更新が期待される

・ 投資の成果として自社アドテク商材をリリース、 LINE の法人アカウント管理サービスも

・ 16/12 期より配当性向 50% を目標とする
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期 期 期 期 期 期 期 期

（予）

通期業績の推移

売上高（左軸） 営業利益（右軸）
（百万円） （百万円）

 伪事業概要

エージェンシー事業とメディア ・ アドテク事業からなる

同社の事業はエージェンシー事業とメディア ・ アドテク事業の 2 つの事業で構成されてい

る。 2015 年 12 月期の構成比で見ると、 エージェンシー事業が売上高の 68.8%、 営業利益の

65.8% と過半を占めている。 各事業の内容は以下のとおり。

売上高 営業利益

セグメント別構成比（ 期）

エージェンシー事業 メディア・アドテク事業
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GMO
アドパートナーズ
4784 東証 JASDAQ

http://www.gmo-ap.jp/ir/

2016 年 3 月 31 日 （木）

本資料のご利用については、 必ず巻末の重要事項 （ディスクレーマー） をお読みください。

3

○エージェンシー事業

エージェンシー事業は、 エージェンシー領域の GMO NIKKO （株）、 ソリューション領域の

GMO ソリューションパートナー （株）、 新領域の GMO イノベーターズ （株） の 3 社で構成さ

れている。 同事業の売上高の中核を占める GMO NIKKO は、 リスティング広告をはじめとす

る運用型広告の販売やコンサルティングに強みを持つ総合ネット広告代理店である。 また、

GMO ソリューションパートナーは企業の Web サイトの集客支援サービスを、GMO イノベーター

ズではアフィリエイトサービスを主力事業としてそれぞれ展開している。

○メディア ・ アドテク事業

メディア ・ アドテク事業では、 メディア ・ アドテク領域の GMO アドマーケティング、 データテ

クノロジー領域の JWord（株）、新領域の GMO Concierge Co. Ltd.（以下、GMO コンシェルジュ）

の 3 社で構成されている。 このうち主力となる GMO アドマーケティングは、 2016 年 1 月に旧

GMO アドマーケティングと GMO モバイル、 2015 年 7 月にグループ会社化したアドクラウドの

3 社を経営統合した会社で、 アドテクノロジー領域における開発、 運用、 販売や、 メディアセー

ルス事業を展開している。 また、JWord では日本語キーワードサービス「JWord」の運営やソー

シャルゲームを、 GMO コンシェルジュでは在中邦人向けフリーマガジンの発行や中国進出企

業向けのコンサルティングサービスなどを行っている。

グループ会社

会社名 出資比率 事業内容

エージェンシー事業

GMO NIKKO 99.69% リスティング広告等の代理店事業

GMO ソリューションパートナー 100.00% Web プロモーション ・ マーケティング支援事業

GMO イノベーターズ 90.00% アフィリエイト、 リスティング広告等のインターネット広告事業

メディア ・ アドテク事業

GMO アドマーケティング 99.40% メディアレップ事業及びアドテクノロジー事業

JWord 72.42% インターネット検索サービス事業

GMO コンシェルジュ 100.00% 中国進出コンサルティングサービス、 フリーマガジン事業

 伪業績動向

売上高はエージェンシー事業の好調で過去最高を連続更新

(1) 2015 年 12 月期の業績概要

2 月 8 日付で発表された 2015 年 12 月期の連結業績は、 売上高が前期比 18.4% 増の

28,111 百万円、 営業利益が同 54.6% 減の 297 百万円、 経常利益が同 40.2% 減の 389 百万

円、 当期純損失が 100 百万円 （前期は 420 百万円の黒字） となった。 売上高はリスティン

グ広告などの運用型広告を中心としたエージェンシー事業の好調により、 過去最高を連続で

更新した。 一方、 営業利益はメディア ・ アドテク事業において、 スマホシフトによる PC 向け

自社既存商材の売上減少に加えて、 アドテクノロジー分野での人財投資を積極的に行ったこ

とによる人件費や採用費の増加などにより減益となった。 また、 特別損失として減損損失な

ど 210 百万円を計上したことで当期純利益は赤字となった。 期初会社計画でも当期は人財投

資の積極化を主因として増収減益を見込んでいたが、 売上高、 営業利益、 経常利益に関し

てはいずれも計画を上回って着地した。 なお、 アドテク分野における人財採用は会社計画の

102 名に対して 96 名となり、 ほぼ計画どおり採用が進んだと言える。

 ■事業概要

http://www.gmo-ap.jp/ir/
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2015 年 12 月期連結業績

（単位 ： 百万円）

14/12 期 15/12 期

実績 対売上比 期初計画 修正計画 実績 対売上比 前期比

売上高 23,742 - 26,000 28,000 28,111 - 18.4%

売上原価 17,162 72.3% - - 21,309 75.8% 24.2%

販管費 5,923 25.0% - - 6,503 23.1% 9.8%

営業利益 656 2.8% 240 250 297 1.1% -54.6%

経常利益 650 2.7% 240 320 389 1.4% -40.2%

当期純利益 420 1.8% 0 -120 -100 -0.4% -

注 ： 修正計画は 2015 年 12 月発表値

営業利益の増減要因の内訳を見ると、 エージェンシー事業の粗利益増加で 559 百万円の

増益要因となった一方で、 メディア ・ アドテク事業の粗利益減少で 356 百万円、 販管費項目

のうち人件費の増加で 232 百万円、 採用費の増加で 104 百万円など人財投資関連の費用

増が減益要因となっている。 セグメント別の動向は以下のとおり。

期 期

百万円）

営業利益増減要因

メディア

･ｱﾄﾞﾃｸ事業

粗利減少

内部取引

調整額

家賃

増加

その他

ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ事業

粗利増加

人件費

増加

採用費

増加

支払手数料

増加

業務委託費

増加

(2) セグメント別動向

○エージェンシー事業

エージェンシー事業の売上高は前期比 27.3% 増の 20,777 百万円、 営業利益は同 6.5% 増

の 644 百万円となった。 インターネット広告市場の拡大を背景に、 リスティング広告や Twitter

や Facebook などの SNS 広告の売上が拡大した。 また、 人財投資を強化した効果もあり、

既存顧客の深耕に加えて新規顧客の開拓も順調に進んだ。 四半期ベースの業績推移を見る

と、 第 2 四半期に前年同期比で減益となったものの、 第 3 四半期以降は再び増収増益基調

に転じている。

なお、 2015 年 10 月には GMO NIKKO が顧客ニーズに応じた的確な提案に努めたことが評

価され、 ヤフー <4689> より 「Yahoo! マーケティングソリューション正規代理店」 として、 上位

から 2 番目のランクとなる 4 つ星に認定された （前年は 3 つ星）。 ヤフーの正規代理店が約

800 社ある中で、 最上位の 5 つ星は 3 社、 4 つ星は 3 社となっており、 同社は上位 6 社の

大手代理店として評価を受けたことになる。

 ■業績動向
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期 期

エージェンシー事業業績（四半期）

売上高（左軸） 営業利益（右軸）
（百万円） （百万円）

○メディア ・ アドテク事業

メディア ・ アドテク事業の売上高は前期比 2.7% 増の 9,417 百万円、 営業利益は同 40.3% 減

の 334 百万円となった。 インターネット広告市場は、 枠売り広告である純広告から、 アドテク

ノロジーが介在する運用型広告へ急速に需要がシフトしており、 同社においてもアドテクノロ

ジー商材は順調に成長しているが、 メディアセールスや PC 向けの自社既存商材の売上減少

が続き、 事業全体の増収率は微増にとどまった。 また、 営業利益では前述したようにアドテ

ク人財投資を積極化したことや、 アドテク新規商材の開発投資に注力するなど、 今期は戦略

的投資を実施したことで一時的に落ち込み、 成長に向けた端境期の 1 年であったと言える。

四半期ベースの営業利益を見ると右肩下がりの傾向が続いているが、 自社開発した新規商

材を第 4 四半期以降、 相次いで投入しており、 今後はこれら新規商材の売上が伸びてくるこ

とで、 収益も回復に向かうと予想される。

期 期

メディア・アドテク事業（四半期）

売上高（左軸） 営業利益（右軸）（百万円） （百万円）

 ■業績動向
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ネットキャッシュは改善し財務体質は健全

(3) 財務状況

2015 年 12 月末の総資産は前期末比 513 百万円増加の 10,734 百万円となった。 主な増減

要因を見ると、 流動資産は現預金及び関係会社預け金で 440 百万円、 売上債権の増加で

189 百万円増加した。 また、 固定資産ではのれんが 290 百万円減少した一方で、 投資有価

証券で 206 百万円、ソフトウェアで 77 百万円、繰延税金資産で 45 百万円の増加要因となった。

一方、 負債は前期末比 667 百万円増加の 5,766 百万円となった。 主な変動要因を見ると、

流動負債では有利子負債で 200 百万円、 買掛金で 128 百万円、 未払法人税等で 96 百万

円の増加となった。 また、 固定負債は 14 百万円の減少となった。

純資産は前期末比 153 百万円減少の 4,967 百万円となった。 その他有価証券評価差額金

が 114 百万円増加したものの、 当期純損失の計上と配当金の支払いに伴い利益剰余金が

248 百万円減少したこと等による。

経営指標を見ると、 自己資本比率や有利子負債比率がそれぞれ前期より若干悪化したも

のの、 ネットキャッシュ （現預金及び関係会社預け金－有利子負債） は改善しており、 財務

体質は健全な水準を維持していると判断される。 一方、 収益性に関しては ROA や売上高営

業利益率が 3 期連続で低下傾向にある。 前述したように利益率の高い自社商材の売上げが

減少していること、 アドテク領域での成長を図るため人財投資など積極投資を進めたことが要

因と考えられ、 収益性に関しては 2016 年以降、 回復に向かうものと予想される。

連結貸借対照表

（単位 ： 百万円）

12/12 期 13/12 期 14/12 期 15/12 期 増減額

流動資産 4,912 5,422 7,510 7,994 484

（現預金及び関係会社預け金） 2,985 2,621 3,374 3,815 440

固定資産 1,815 3,027 2,710 2,739 29

総資産 6,727 8,449 10,220 10,734 513

流動負債 2,471 3,618 4,950 5,631 681

（有利子負債） - 509 750 950 200

固定負債 93 166 148 134 -14

負債合計 2,565 3,784 5,099 5,766 667

純資産 4,162 4,664 5,121 4,967 -153

（安全性）

自己資本比率 61.0% 49.9% 46.3% 43.0%

有利子負債比率 - 12.1% 15.9% 20.6%

（収益性）

ROA （総資産経常利益率） 11.9% 8.6% 7.0% 3.7%

ROE （自己資本利益率） 9.0% 4.3% 9.4% -2.2%

売上高営業利益率 3.6% 3.5% 2.8% 1.1%

 ■業績動向
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 伪今後の見通し

売上高、 経常利益共に過去最高の更新が期待される

(1) 2016 年 12 月期業績見通し

2016 年 12 月期の連結業績は、 売上高が前期比 10.3% 増の 31,000 百万円、 営業利益が

同 150.8% 減の 745 百万円、 経常利益が同 100.5% 増の 780 百万円、 親会社や株主に帰属

する当期純利益が 330 百万円 （前期は 100 百万円の損失） となる見通しだ。 売上高は連続

で過去最高を更新し、 営業利益は 3 期ぶり、 経常利益は 4 期ぶりに過去最高益の更新を目

指す。

期 期 期 期 期 期（予）

連結業績推移

営業利益（右軸） 経常利益（右軸） 売上高（左軸）
（百万円） （百万円）

インターネット広告市場はスマートフォンの普及やソーシャルメディア広告の伸長などにより

引き続き好調に推移することが見込まれており、 同社でもこうした成長領域を取り込んでいく。

アドネットワーク広告の売上高は 2015 年以降四半期ベースで見ても 2 ケタ伸長が続いており、

前期実施した人財投資の効果が出始めているものと考えられ、 2016 年は更なる成長が見込

まれる。 また、 ソーシャルメディア広告の売上高も高成長が続いており、 前第 4 四半期は前

年同期比で約 2 倍の成長率となり、 今期についても大幅伸長が見込まれる。

期 期 期

アドネットワーク売上高
（百万円）

http://www.gmo-ap.jp/ir/
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期 期 期

ソーシャル広告売上指数

注 年 を とした指数

同社ではアドテク領域の成長スピードを加速していくことを目的に、 2016 年 1 月に GMO ア

ドマーケティングと GMO モバイル、 アドクラウドを経営統合した。 開発 ・ 運用 ・ 販売の組織

を一体化することで、 開発と運用 ・ 販売部署のコミュニケーションが緊密となり、 今まで以上

の開発効率の向上が期待される。 また、 間接部門のコスト削減など費用の効率化が進み収

益力も向上することが期待される。

費用面について見れば、 人財投資に関して今期も 60 人程度の増員を計画しているため人

件費は増加する見込みだが、採用費や販促費に関しては減少する見込みとなっている。 また、

収益性の向上に向けた取り組みとして、 グループ内の開発部門 ・ 社外パートナーとの協力体

制のなかから、新規メディアの開発やサービスの開発を引き続き進めて行く方針となっている。

LINE ビジネスコネクトの法人顧客に 「メッセージ管理機能」 の提

供を開始

(2) 注目される新規商材

アドテク領域の開発に注力するなかで、 既に新規商材も前第 4 四半期より相次いでリリー

スされている。 以下、 注目商材について簡単に紹介する。

○ AkaNe by GMO

「AkaNe」 はスマートフォン向けのネイティブアド領域に特化したアドネットワークサービスで、

2015 年 11 月より GMO アドマーケティングでサービスの提供を開始した。 スマートフォン向け

のアドテクノロジー商材としては従来、「ADResult for SmartPhone」 を提供してきたが、同サー

ビスの広告配信性能を強化するとともに、ネイティブアド領域での更なる規模拡大と広告フォー

マットの拡充を図るべく、 サービス基盤を 2015 年 7 月にグループ会社化したアドクラウドが開

発 ・ 提供するアドネットワーク ASP 「adcloud」 に移行し、 大幅リニューアルしたものとなる。

 ■今後の見通し
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従来から追加された機能としては、 配信ユーザーごとのフリークエンシー※ 1 管理、 配信先

媒体ごとのクリエイティブ最適化 ・ 入札単価の自動最適化、 配信時間帯ごとの広告高価に応じ

た予算配分の自動最適化といった機能がある。 また、 今後は DMP ※ 2 との連携による詳細な

配信設定の管理や、 注目度の高い動画広告のフォーマットにも対応していく予定となっている。

○ TAXEL by GMO

「TAXEL」 は Web サイトなどのメディア運営者向けのサービスで、 メディアを閲覧するユー

ザーの興味関心 ・ 行動やコンテンツ特性を自動解析し、 関連記事を表示してユーザーのサイ

ト内での回遊を促進することで、 広告収益の最大化を図るコンテンツレコメンド型のウィジェッ

ト※ 3 である。 2016 年 1 月より GMO アドマーケティングでサービスの提供を開始している。

ユーザーがアクセスしたコンテンツの特性や、 ユーザーの関心・行動分析、 ソーシャルメディ

アの話題性といったデータを組み合わせて自動解析し、 独自のアルゴリズムに基づいてサイト

内の回遊性が最も高まるレコメンドコンテンツをユーザーに表示する。 また、 レコメンドと合わ

せてネイティブ広告も同時に掲載することで、 収益の最大化を図ることが可能となる。

○動画コンテンツマーケティングサービス

2016年1月よりGMO TECH<6026>とGMO NIKKOの共同で、動画を活用したコンテンツマー

ケティングサービスを開始した。 動画コンテンツの企画 ・ 制作から動画サイトへの掲載、 効果

測定までを一貫して行うことで、 今まで接触できなかった潜在顧客とのコミュニケーションが図

られ、 効果的な Web サイトへの集客を行うことが可能となる。 また、 購買意欲の促進や認知

度向上、 潜在顧客の幅広い囲い込みなどの効果も期待されている。

スマートフォンの高性能化等により、 どこでも手軽に動画コンテンツが視聴できるようになっ

たことから、 Web マーケティング戦略において動画広告の重要性は年々高まっている。 実際、

日本の動画広告市場は 2013 年に前年比約 3 倍となる 132 億円に急成長し、 2017 年には約

5 倍の 640 億円規模まで成長するとの見方もあるほどだ。 こうした状況に鑑み、 同社におい

ても動画広告への取り組みを強化していく方針となっている。

○ LINE ビジネスコネクトを活用した 「メッセージング管理機能」

GMO NIKKO が提供する統合管理型アドプラットフォーム「GMO MARS」において、LINE（株）

が提供する法人向けサービス 「LINE ビジネスコネクト」 を利用する法人顧客向けに、「メッセー

ジング管理機能」 の提供を 2016 年 2 月より開始した。

同機能を利用することで、企業は自社の 「LINE 公式アカウント」 でつながっている LINE ユー

ザーを年齢や性別、 アンケート回答などで細かくセグメント化し、 目的やターゲットに合わせ

て LINE メッセージの配信が可能となる。 国内では LINE の登録者数は 5,800 万人※ 4 を超え、

LINE での情報のやり取りが一般化するなかで、 メールの開封率が低下しており、 企業のプロ

モーション活動においても、 LINE を活用するケースが増加傾向にあり、 同社でもこうした需要

を取り込んでいく。 顧客ターゲットは既に 「GMO MARS」 を利用している企業のほか、 LINE

ビジネスコネクトを利用している企業も新規顧客の対象となる。 同様のサービスを提供してい

る企業は数社あるが、 総合的なインターネット広告サービスを提供できる強みを生かして、 顧

客開拓を進めていく方針だ。 なお、 本機能に関しては 2016 年 3 月 1 日より、 「GMO MARS」

のブランド総合に伴い、 「GMO MARS LINE BC」 の名称で提供されている。

 ■今後の見通し

※ 1  一定期間でユーザーが特定
のネット広告に接触した回数
を示す値

※ 2  Data Management Platform の
略で、 ネット上に蓄積された
あらゆる情報データを一元管
理 ・ 分析し、 より効果的な広
告配信や Web マーケティング
施策に活用するためのプラッ
トフォームを指す。 企業が蓄
積するマーケティングデータ
と外部のオーディエンス情報
を組み合わせて活用するプ
ラットフォームを 「プライベート
DMP」 と呼ぶ。

※ 3  メディアに設置し、 ユーザーに
おすすめコンテンツを提示す
るツール

※ 4  「LINE 2015 年 10 - 2016 年 3
月期媒体資料」 参照。
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 伪株主還元策について

16/12 期より配当性向 50% を目標とする

同社は株主への利益還元策について、 強化する方針を打ち出している。 従来は、 連結配

当性向で 35% を目標としてきたが、 2016 年 12 月期より配当性向を 50% 目標に見直した。 こ

れにより 2016 年 12 月期の 1 株当たり配当金は 10.0 円を予定している。 今後も利益の拡大

基調が続けば増配が期待できることになる。 また、 現在は 12 月末の株主に対する年 1 回の

配当であるが、 将来的には四半期ごとの配当も視野に入れて 2015 年 3 月に定款を見直して

おり、 株主還元に積極的な企業として評価されるだろう。

また、 株主優待制度については従来と変わらず、 6 月末及び 12 月末の株主に対して、 1)

GMO クリック証券における GMO アドパートナーズの株式買付手数料をキャッシュバックする、

2)GMO クリック証券における売買手数料について、 3,000 円を上限に対象期間中に生じた取

引手数料相当額をキャッシュバックする、 の 2 点を継続する。

期 期 期 期 期（予）

株当たり配当金と配当性向

株当たり配当金（左軸） 配当性向（右軸）（円） （ ）

http://www.gmo-ap.jp/ir/
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